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第４次 第５次

1,214,588 1,214,588 1,362,721 1,362,721

1 総
収集・運搬
業務の実施

安全且つ効率的な収
集・運搬を実施し、
清潔で安全な市民生
活環境を守る。

市民・
市内事
業者

義
務

24,305
安全且つ効率的な収
集運搬に努めた。 Ａ 31,669 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

現状維
持

有り 維持

1
収集・運搬
業務の実施

ごみの収集・
運搬の実施

収集・運搬す
るごみ量

54,000
㌧

51,659
㌧

24,305
ごみの収集・
運搬の実施

収集・運搬す
るごみ量

53,270
㌧

31,669 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

可
必
要

可
不
可

無 有り 23
大型ごみ収集の民間
委託。再任用職員の
活用。

維持

2 総
安心まごこ
ろ収集の実
施

ごみや資源物を集積
場所まで持ち出すこ
とが困難な世帯に対
し市民生活の向上を
図る。

障害者
や高齢
者等

政
策

1,046

専用の軽トラックを
購入して、高齢者や
ごみ出しが困難な世
帯に対してごみの戸
別収集を開始した。

Ａ 6
高齢化社会へ
の対応

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

2
安心まごこ
ろ収集の実
施

戸別訪問し、
声掛けをして
ごみを収集し
て安否の確認
をする。

利用者世帯数
１５０世
帯

７９世帯 1,046

戸別訪問し、
声掛けをして
ごみを収集し
て安否の確認
をする。

利用者世帯数
１００世
帯

6
高齢化社会へ
の対応

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 総
収集・運搬
業務の民間
委託

安全且つ効率的な収
集・運搬を実施し、
清潔で安全な市民生
活環境を守る。

市民・
市内事
業者

義
務

204,855
資源物の収集業務を
委託により行った。 Ａ 228,661 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

現状維
持

なし 維持

3
収集・運搬
業務の民間
委託

資源物の収
集・運搬の民
間委託

びん・かん、
ペットボト
ル、古紙、ダ
ンボール・紙
パック、衣
類・布類の収
集回数

年９２１
回

年９２１
回

204,855
資源物の収
集・運搬の民
間委託

びん・かん、
ペットボト
ル、古紙、ダ
ンボール・紙
パック、衣
類・布類の収
集回数

年９２０
回

228,661 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

4 総

不適正排出
者に対する
啓発業務の
実施

分別収集計画に基づ
き適正な排出を徹底
させる。

市民・
市内事
業者

政
策

1,583

不適正排出物に啓発
シールを貼る等の排
出指導によりごみの
分別がされてきた。

Ａ 1,916 2

家庭系ごみの
分別排出の徹
底及び事業系
ごみの排出抑
制と資源化

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4

不適正排出
者に対する
啓発業務の
実施

分け方・出し
方の守られて
いないごみ等
に啓発シール
を貼付

啓発シール貼
付件数の増減
割合

対前年度
比５％減

対前年比
５３％減

1,583

分け方・出し
方の守られて
いないごみ等
に啓発シール
を貼付

啓発シール貼
付件数の増減
割合

対前年度
比５％減

1,916 2

家庭系ごみの
分別排出の徹
底及び事業系
ごみの排出抑
制と資源化

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5 総
収集運搬業
務の調査・
統計

ごみ量を把握し、統
計資料を参考にコー
ス等の見直しに反映
させる。

市民・
職員

内
部

収集運搬業務の調査
統計を行い資料を作
成した。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

5
収集運搬業
務の調査・
統計

品目別にごみ
等を調査し、
月ごとの資料
作成

資料作成回数 年１２回 年１２回

品目別にごみ
等を調査し、
月ごとの資料
作成

資料作成回数 年１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総
地域清掃ご
みの収集運
搬協力

美化意識の向上と環
境美化活動の推進を
図る。

市民
政
策

直前の収集依頼にも
出来るだけ迅速に対
応した。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

6
地域清掃ご
みの収集運
搬協力

自治会等で実
施する清掃ご
みの収集・運
搬

依頼による臨
時の収集・運
搬件数

年１００
件

年１０５
件

自治会等で実
施する清掃ご
みの収集・運
搬

依頼による臨
時の収集・運
搬件数

年１００
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総

市等主催事
業のごみの
収集運搬協
力

市等主催事業の協力
市民・
事業者

政
策

収集依頼に対して速
やかな収集運搬に努
めた。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

7

市等主催事
業のごみの
収集運搬協
力

催事等の主催
者からの依頼
による収集・
運搬

依頼による臨
時の収集・運
搬件数

年６件 年６件

催事等の主催
者からの依頼
による収集・
運搬

依頼による臨
時の収集・運
搬件数

年６件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総
環境指導員
制度の推進

環境指導員により市
民に対し、分別方法
等の指導・啓発を行
う。

市民
政
策

8,948

環境指導員地区会議
や視察研修を実施
し、職員と連携して
排出指導を行った。

Ａ 9,475 2

家庭系ごみの
分別排出の徹
底及び事業系
ごみの排出抑
制と資源化

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

環境事業センター

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

環境事業センター
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第４次 第５次

1,214,588 1,214,588 1,362,721 1,362,721
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

環境事業センター

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

環境事業センター

8
環境指導員
制度の推進

非常勤嘱託員
として研修会
等の出席や市
民への排出指
導

会議等の出席
回数

年６回 年７回 8,948

非常勤嘱託員
として研修会
等の出席や市
民への排出指
導

会議等の出席
回数

年６回 9,475 済
必
要

不
可

済 無 なし 維持

8
環境指導員
制度の推進

非常勤嘱託員
として研修会
等の出席や市
民への排出指
導

排出指導回数
年３２０
回

年４３２
回

非常勤嘱託員
として研修会
等の出席や市
民への排出指
導

排出指導回数
年３２０
回 2

家庭系ごみの
分別排出の徹
底及び事業系
ごみの排出抑
制と資源化

済
必
要

不
可

済 無 なし
予算
なし

9 総

ごみの分け
方・出し方
の指導、啓
発

「分け方・出し方」
を各戸に配布し、適
正排出を周知徹底さ
せる。

市民
政
策

567

ごみの分け方・出し
方を作成して、不適
正な排出者の指導を
行った。２社の広告
を掲載した。

Ａ 681 2

家庭系ごみの
分別排出の徹
底及び事業系
ごみの排出抑
制と資源化

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

9

ごみの分け
方・出し方
の指導、啓
発

「ごみと資源
物の分け方・
出し方」の作
成

市民向パンフ
レットの作成

120,00
0枚

120,00
0枚

567

「ごみと資源
物の分け方・
出し方」の作
成

市民向パンフ
レットの作成

120,00
0枚

681 2

家庭系ごみの
分別排出の徹
底及び事業系
ごみの排出抑
制と資源化

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9

ごみの分け
方・出し方
の指導、啓
発

職員及び環境
指導員による
排出指導

不適正排出箇
所

５１６箇
所

５７６箇
所

職員及び環境
指導員による
排出指導

不適正排出箇
所

５１６箇
所 2

家庭系ごみの
分別排出の徹
底及び事業系
ごみの排出抑
制と資源化

不
可

必
要

不
可

済 無 なし
予算
なし

10 総
集積場所設
置の安全確
認調査

安全衛生管理上、安
全且つ効率的な収集
業務を行う。

市民・
職員

政
策

安全な収集作業のた
めに、集積場所設置
申請に伴い現地の調
査確認を行った。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

10
集積場所設
置の安全確
認調査

設置指導や不
適正排出場所
の調査、改善

調査の実施回
数

年１００
回

年１５０
回

設置指導や不
適正排出場所
の調査、改善

調査の実施回
数

年１００
回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11 総
不法投棄監
視指導事業

巡回により、投棄者
の発見や不法投棄を
未然に防ぐ環境作り
の指導及び情報を得
る。

市民
義
務

2,632

職員による巡回監
視、速やかな原状回
復及び夜間ﾊﾟﾄﾛｰﾙに
より不法投棄が減少
した。

Ａ 3,656 5
不法投棄監視
指導事業

現状維
持

なし 維持

11
不法投棄監
視指導事業

職員による巡
回及び監視指
導

巡回日数
年２６１
日

年２６１
日

849
職員による巡
回及び監視指
導

巡回日数
年２６１
日

1,388 5
不法投棄監視
指導事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
不法投棄監
視指導事業

委託による夜
間監視

夜間監視日数 年９０日 年９０日 1,783
委託による夜
間監視

夜間監視日数 年９０日 2,268 5
不法投棄監視
指導事業

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

12 総
不法投棄対
策事業

不法投棄されやすい
場所に、市民ニーズ
に合わせ看板や監視
カメラを設置する。

市民
政
策

2,060

不法投棄が多い箇所
に速やかに看板等設
置し未然防止に努め
た

Ａ 2,763 5
不法投棄監視
指導事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

12
不法投棄対
策事業

啓発看板の作
成及び設置

看板作成及び
設置枚数・箇
所

年１３０
枚・８０
箇所

年４０
枚・２０
箇所

2,060
啓発看板の作
成及び設置

看板作成及び
設置枚数・箇
所

年１３０
枚・８０
箇所

2,763 5
不法投棄監視
指導事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13 総
不法投棄防
止対策連絡
会運営

不法投棄情報の共有
化を図り、投棄者の
発見や情報交換によ
る迅速な対応に努
め、会を運営する。

市民
政
策

県、茅ヶ崎警察、自
治会、環境指導員と
の情報交換により不
法投棄防止に努め
た。

Ａ 5
不法投棄監視
指導事業

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

13
不法投棄防
止対策連絡
会運営

情報交換
連絡会開催回
数

年２回 年２回 情報交換
連絡会開催回
数

年２回 5
不法投棄監視
指導事業

不
可

必
要

不
可

済 無 なし
予算
なし

14 総

事業活動に
伴う一般廃
棄物排出量
の計量調査
の実施

事業系一般廃棄物の
自己処理の啓発及び
一定以上の事業者に
対し、手数料を課
す。

事業者
政
策

事業系一般廃棄物の
排出量の調査計量を
行った。

Ａ 2

家庭系ごみの
分別排出の徹
底及び事業系
ごみの排出抑
制と資源化

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

14

事業活動に
伴う一般廃
棄物排出量
の計量調査
の実施

事業活動によ
り生じたごみ
の計量調査

計量調査件数 年７０件 年４５件
事業活動によ
り生じたごみ
の計量調査

計量調査件数 年７０件 2

家庭系ごみの
分別排出の徹
底及び事業系
ごみの排出抑
制と資源化

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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⑤
そ
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他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

環境事業センター

改善
時期
（年
度）
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事後評価

予
算
の
方
向
性
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④
継
続
性

環境事業センター

15 総

事業活動に
伴う一般廃
棄物排出者
の情報収集

事業系ごみの排出者
の情報を入手し、自
己処理の指導、啓発
を行う。

事業
者・職

員

政
策

日常収集業務の中で
事業系一般廃棄物排
出者を抽出して調査
をした。

Ａ 2

家庭系ごみの
分別排出の徹
底及び事業系
ごみの排出抑
制と資源化

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

15

事業活動に
伴う一般廃
棄物排出者
の情報収集

職員や市民か
らの情報収集

情報件数 年２０件 年２０件
職員や市民か
らの情報収集

情報件数 年２０件 2

家庭系ごみの
分別排出の徹
底及び事業系
ごみの排出抑
制と資源化

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16 総

一般廃棄物
（動物死
体）の収集
運搬処理処
分の実施

動物死体の収集、運
搬、処理により環境
衛生の保全を図る。

申込
者・通
報者

義
務

6,177
迅速に動物死体の収
集運搬を行った。 Ａ 8,033

現状維
持

なし 維持

16

一般廃棄物
（動物死
体）の収集
運搬処理処
分の実施

委託業者によ
る犬猫等の動
物死体の処
理・処分の実
施

処理・処分件
数

年１，０
００件

年１，０
４３件

6,177

委託業者によ
る犬猫等の動
物死体の処
理・処分の実
施

処理・処分件
数

年１，０
００件

8,033 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

17 総

特定ごみ処
理手数料の
賦課及び徴
収

適正な手数料の歳入
を確保する。

賦課対
象事業

者

政
策

多量ごみ排出者に対
してごみ処理手数料
を徴収した。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

17

特定ごみ処
理手数料の
賦課及び徴
収

事業者に対
し、ごみ清掃
手数料の賦
課・徴収

排出事業者か
らの手数料徴
収件数

年１５件 年８件

事業者に対
し、ごみ清掃
手数料の賦
課・徴収

排出事業者か
らの手数料徴
収件数

年１５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18 総

動物死体処
理手数料の
賦課及び徴
収

適正な手数料の歳入
を確保する。

申込者
政
策

飼い主から動物死体
処理手数料を徴収し
た。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

18

動物死体処
理手数料の
賦課及び徴
収

飼い主に対
し、動物処理
手数料の賦
課・徴収

飼い主からの
手数料徴収件
数

年３００
件

年２４７
件

飼い主に対
し、動物処理
手数料の賦
課・徴収

飼い主からの
手数料徴収件
数

年３００
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19 総
車検及び定
期点検の計
画及び実施

業務に支障のない計
画的な法令点検及び
車検を行う。

職員
内
部

1,897
計画的に収集車の車
検及び点検を実施し
た。

Ａ 2,510
現状維

持
なし 維持

19
車検及び定
期点検の計
画及び実施

車検や法令点
検の実施

車検・定期点
検台数

年１１２
台

年１１３
台

1,897
車検や法令点
検の実施

車検・定期点
検台数

年１１２
台

2,510
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

20 総
車両修繕等
指示書の作
成

業務に支障のない迅
速かつ計画的な修繕
を行う。

職員
内
部

12,437

故障車や不具合車の
迅速な修繕を行い事
故の未然防止に努め
た。

Ａ 12,000
現状維

持
なし 維持

20
車輌修繕等
指示書の作
成

収集業務に支
障のない修繕
の実施

車両修繕台数
年２００
台

年１４０
台

12,437
収集業務に支
障のない修繕
の実施

車両修繕台数
年２００
台

12,000
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

21 総
管理車両の
配車計画

円滑かつ効率的な収
集運搬業務を遂行す
るため、配車計画を
たてる。

職員
内
部

円滑かつ効率的な収
集のための配車計画
を行った。

Ａ 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

現状維
持

なし
予算
なし

21
管理車両の
配車計画

円滑かつ効率
的な配車計画
の実施

配車計画の策
定日

平成２０
年４月１
日

平成２０
年４月１
日

円滑かつ効率
的な配車計画
の実施

配車計画の策
定日

平成21
年4月1
日

1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

22 総
収集業務体
制の策定

職員減に伴い、業務
に支障のない安全か
つ効率的な収集・運
搬に対応する職員配
置を行う。

職員
政
策

収集・運搬業務に支
障のない職員配置を
策定した。

Ａ 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

22
収集業務体
制の策定

収集・運搬業
務に支障のな
い職員配置の
策定

職員の配置替
回数

年２回 年２回

収集・運搬業
務に支障のな
い職員配置の
策定

職員の配置替
回数

年２回 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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23 総
収集日程表
の作成

収集日を周知するこ
とにより、分別収集
運搬業務を円滑に行
う。

市民
政
策

911
ごみと資源物の年間
収集日程表を市内８
地区別に作成した。

Ａ 1,004 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

23
収集日程表
の作成

ごみと資源物
の年間収集日
程表を市内８
地区別に作成

地区別収集カ
レンダーの作
成枚数

年
146,00
0枚

年
147,00
0枚

911

ごみと資源物
の年間収集日
程表を市内８
地区別に作成

地区別収集カ
レンダーの作
成枚数

年
146,00
0枚

1,004 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

24 総
車輌購入計
画

収集運搬業務に適し
た車輌の購入・買い
替えを行う。

職員
政
策

じんかい収
集車の整備
拡充

じんかい収
集車の整備
拡充

21,930
計画的に車両の更新
をした。 Ａ 23,880 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

24
車輌購入計
画

老朽化車両の
買替

車両の買替台
数

年４台 年４台 21,930
老朽化車両の
買替

車両の買替台
数

年３台 23,880 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

25 総
職員配車表
の作成

円滑かつ安全で効率
的な収集運搬業務を
行う。

職員
内
部

運転員。収集作業員
の配車を行った。 Ａ 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

現状維
持

なし
予算
なし

25
職員配車表
の作成

収集運搬業務
に携わる職員
の配車表作成

配車表の作成
回数

年２回 年２回
収集運搬業務
に携わる職員
の配車表作成

配車表の作成
回数

年２回 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26 総

安全運転管
理に係る職
員教育の実
施

職員研修を実施し、
事故等のゼロを目指
す。

職員
内
部

安全運転講習（自動
車学校）や研修を通
して事故のないよう
安全運転に努めた。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

26

安全運転管
理に係る職
員教育の実
施

各種研修会等
の参加及び自
主的な所内研
修

安全運転に関
わる研修会・
講習会の開催
回数

年１２回 年１２回

各種研修会等
の参加及び自
主的な所内研
修

安全運転に関
わる研修会・
講習会の開催
回数

年１２回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

27 総

安全作業管
理に係る職
員教育の実
施

職員研修を実施し、
事故等のゼロを目指
す。

職員
内
部

189
安全作業マニュアル
を遵守して安全作業
に努めた。

Ａ 205
現状維

持
なし 維持

27

安全作業管
理に係る職
員教育の実
施

各種研修会等
の参加及び自
主的な所内研
修

安全作業に関
わる講習会の
開催回数

年６回 年５回 189

各種研修会等
の参加及び自
主的な所内研
修

安全作業に関
わる講習会の
開催回数

年６回 205
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

28 総
旧収集事務
所の施設維
持管理

定期的な保守点検や
維持管理を行う。

職員・
事業者

等

施
管

4,385
定期的な保守点検を
実施し、適正な管理
を行った。

Ａ 4,530 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

28
旧収集事務
所の施設維
持管理

清掃 清掃回数

日常・定
期（年６
回）特別
（年２
回）受水
槽（年１
回）

日常・定
期（年６
回）特別
（年２
回）受水
槽（年１
回）

3,357 清掃 清掃回数

日常・定
期（年６
回）特別
（年２
回）受水
槽（年１
回）

3,486 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

28
旧収集事務
所の施設維
持管理

各種保守点検 保守点検回数 年２０回 年２０回 578 各種保守点検 保守点検回数 年２０回 594 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

28
旧収集事務
所の施設維
持管理

警備 警備日数 ３６５日 ３６５日 450 警備 警備日数 ３６５日 450 済
必
要

済
不
可

なし 維持

29 総
リサイクル
展示室の運
営

不用品の再利用に努
め、ごみの減量化、
リサイクルを推進す
る。

市民・
職員

政
策

1,085

大型ごみを修理補修
してリサイクル（再
使用）の啓蒙とごみ
の減量に努めた。

Ａ 1,650 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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29
リサイクル
展示室の運
営

大型ごみの中
から、再生可
能な家具類等
の修理・補修

家具類等の修
理・補修件数

年４４０
件

年４０５
件

1,085

大型ごみの中
から、再生可
能な家具類等
の修理・補修

家具類等の修
理・補修件数

年４４０
件

1,650 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

29
リサイクル
展示室の運
営

１月を除く毎
月１日から７
日間リサイク
ル品を展示
し、申込者に
抽選で提供

申込者数
年４，６
００名

年３，２
２８名

１月を除く毎
月１日から７
日間リサイク
ル品を展示
し、申込者に
抽選で提供

申込者数
年４，６
００名

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

30 総
安全衛生委
員会の運営

職場の労働安全衛生
を確保する。

職員
義
務

定期的に安全衛生委
員会を開き職場の労
働安全衛生について
協議をした。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

30
安全衛生委
員会の運営

職場の労働安
全衛生に関す
る検討会議

安全衛生委員
会開催回数

年月１回
以上

月１回
職場の労働安
全衛生に関す
る検討会議

安全衛生委員
会開催回数

月１回以
上

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

31 総
公務災害及
び事故処理

被災職員に対する災
害補償や事故の相手
方に対応する。

職員・
相手方

義
務

事故防止に努めたが
公務災害７件、事故
６件発生した。労働
災害や事故の発生原
因を明らかにし、相
手方に対して誠実な
対応に努めた。

Ｃ 現状維
持

なし
予算
なし

31
公務災害及
び事故処理

業務上の事故
等の職員や相
手方への対応

業務上の事故
処理件数

年０件
公務災害
７件、事
故６件

業務上の事故
等の職員や相
手方への対応

業務上の事故
処理件数

年０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

32 総
大型ごみ電
話受付

大型ごみ収集日程等
の円滑な運営を図
る。

申込者
政
策

3,113

電話により大型ごみ
の収集を受付け戸別
の収集運搬を実施し
た。

Ａ 3,238 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

32
大型ごみ電
話受付

大型ごみ収集
の品物・排出
場所等の電話
受付及び収集
日の確認

電話受付件数
１日１１
４件

１日９３
件

3,113

大型ごみ収集
の品物・排出
場所等の電話
受付及び収集
日の確認

電話受付件数
１日１１
４件

3,238 1

分別収集品目
の拡大及びご
み排出量・ご
み質の変化に
対応した収
集・運搬

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33 総
焼却施設の
運転維持管
理

焼却施設の適正な維
持管理を行い、市民
の良好な生活環境の
維持を図る。

市民
（市内
外）・
廃棄物
事業者

施
管

667,106
予定どおり点検を行
い、適正に管理でき
た。

Ａ 702,636 3
焼却施設の維
持管理及び公
害対策

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

33
焼却施設の
運転維持管
理

焼却施設の運
転管理

業務委託日数 ３６５日 ３６５日 207,585
焼却施設の運
転管理

業務委託日数 ３６５日 205,000 3
焼却施設の維
持管理及び公
害対策

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

33
焼却施設の
運転維持管
理

焼却施設の修
繕

修繕費
119,54
0千円

115,47
0千円

115,470
焼却施設の修
繕

修繕費
93,800
千円

93,800 3
焼却施設の維
持管理及び公
害対策

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

33
焼却施設の
運転維持管
理

焼却施設の保
守点検

保守点検実施
件数

年５件 年７件 171,586
焼却施設の保
守点検

保守点検実施
件数

年７件 203,690 3
焼却施設の維
持管理及び公
害対策

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

33
焼却施設の
運転維持管
理

消耗品費 購入費
117,96
8千円

115,59
6千円

115,596 消耗品費 購入費
135,32
4千円

135,324 3
焼却施設の維
持管理及び公
害対策

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33
焼却施設の
運転維持管
理

光熱水費 光熱水費
58,120
千円

56,869
千円

56,869 光熱水費 光熱水費
64,822
千円

64,822 3
焼却施設の維
持管理及び公
害対策

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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③
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②
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33
焼却施設の
運転維持管
理

発電・売電事
業

売電量
4,752,0
00
kwh

5,157,3
12
kwh

発電・売電事
業

売電量
4,259,0
00
kwh

3
焼却施設の維
持管理及び公
害対策

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34 総
焼却施設の
公害対策

焼却施設の排ガス等
を測定し、周辺地域
への公害対策を図
る。

焼却施
設隣接
市民

施
管

6,107

予定どおり測定を行
い、周辺生活環境を
保全することができ
た。

Ａ 8,540 3
焼却施設の維
持管理及び公
害対策

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

34
焼却施設の
公害対策

排ガス、水質
等の測定

測定回数

排ガス年
6回
水質　年
16回
ごみ質年
4回
焼却灰年
12回
ＤＸＮ年
16回
ヒドラジ
ン年２回

排ガス年
6回
水質　年
16回
ごみ質年
4回
焼却灰年
12回
ＤＸＮ年
16回
ヒドラジ
ン年２回

5,748
排ガス、水質
等の測定

測定回数

排ガス年
6回
水質　年
16回
ごみ質年
4回
焼却灰年
12回
ＤＸＮ年
16回
ヒドラジ
ン年２回

8,100 3
焼却施設の維
持管理及び公
害対策

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

34
焼却施設の
公害対策

汚染負荷量賦
課金

公課費
1,000千
円

359千円 359
汚染負荷量賦
課金

公課費 440千円 440 3
焼却施設の維
持管理及び公
害対策

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35 総
焼却施設で
使用する車
両等の管理

焼却施設管理の車両
等の安全運行を図
る。

市民
(市内)

施
管

228
適正な管理を行うこ
とができた。 Ａ 712 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

35
焼却施設で
使用する車
両等の管理

燃料費 燃料使用量 ８６０㍑ ４３５㍑ 48 燃料費 燃料使用量 ８６０㍑ 118
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35
焼却施設で
使用する車
両等の管理

車両車検等手
数料

車検等件数 年３件 年１件 30
車両車検等手
数料

車検等件数 年３件 54 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

35
焼却施設で
使用する車
両等の管理

車両の修繕 修繕費 540千円 154千円 150 車両の修繕 修繕費 540千円 540 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

36 総
粗大ごみ処
理施設の運
転維持管理

粗大ごみ施設の適正
な維持管理を行い、
市民の良好な生活環
境の維持を図る。

市民
(市内)
・廃棄
物事業

者

施
管

57,663
予定どおり点検を行
い、適正に管理でき
た。

Ａ 50,527 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

36
粗大ごみ処
理施設の運
転維持管理

粗大ごみ処理
施設の運転管
理

運転日数 ２０８日 ２０８日
粗大ごみ処理
施設の運転管
理

運転日数 ２０８日 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

36
粗大ごみ処
理施設の運
転維持管理

粗大ごみ処理
施設の修繕

修繕費
37,600
千円

37,636
千円

37,636
粗大ごみ処理
施設の修繕

修繕費
28,200
千円

28,200 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

36
粗大ごみ処
理施設の運
転維持管理

粗大ごみ処理
施設の保守点
検

保守点検実施
件数

年３件 年３件 9,745
粗大ごみ処理
施設の保守点
検

保守点検実施
件数

年３件 10,967 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

36
粗大ごみ処
理施設の運
転維持管理

消耗品費 購入費
6,150千
円

3,937千
円

3,937 消耗品費 購入費
4,700千
円

4,700
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

36
粗大ごみ処
理施設の運
転維持管理

処理困難物の
処理

委託費
7,021千
円

6,212千
円

6,212
処理困難物の
処理

委託費
6,451千
円

6,452 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持
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36
粗大ごみ処
理施設の運
転維持管理

ごみ質等の測
定

ごみ質等の測
定回数

年１回 年１回 133
ごみ質等の測
定

ごみ質等の測
定回数

年１回 208 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

37 総

粗大ごみ処
理施設で使
用する車
両・
重機の管理

粗大ごみ施設の車
両・重機の安全運行
を図る。

市民
(市内)

施
管

12,282
適正な管理を行うこ
とができた。 Ａ 21,642 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

37

粗大ごみ処
理施設で使
用する車
両・
重機の管理

燃料費 燃料使用量
28,080
㍑

20,547
㍑

2,888 燃料費 燃料使用量
28,080
㍑

4,680
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

37

粗大ごみ処
理施設で使
用する車
両・
重機の管理

車両車検等手
数料

車検等件数 年11件 年10件 270
車両車検等手
数料

車検等件数 年13件 604 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

37

粗大ごみ処
理施設で使
用する車
両・
重機の管理

車両等の修繕 修繕費
5,990千
円

4,699千
円

5,449 車両等の修繕
修繕費、消耗
品費

7,990千
円

7,990 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

37

粗大ごみ処
理施設で使
用する車
両・
重機の管理

車両等の購
入・借上

借上台数
購入台数

借上
年１４日
購入
１台（コ
ンテナ含
む）

購入
ﾍﾟﾝﾁｬｰ１
台
コンテナ
１基

3,675
車両等の購
入・借上

借上台数
購入台数

借上
年１４日
購入
１台（ﾎｲ
ﾙﾛｰﾀﾞ）

8,368
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

38 総
最終処分場
の維持管理

最終処分場の適正な
維持管理を行い、市
民の良好な生活環境
の維持を図る。

市民
(市内)

施
管

焼却灰等有
効利用事業

焼却灰等有
効利用事業

151,104
予定どおり点検を行
い、適正に管理でき
た。

Ａ 215,777 4
最終処分場の
維持管理及び
公害対策

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

38
最終処分場
の維持管理

焼却残さ覆土
業務（原材料
費）

残さ埋立量
22,320
ｔ

9,274t 2,059
焼却残さ覆土
業務（原材料
費）

残さ埋立量
22,320
ｔ

3,770 4
最終処分場の
維持管理及び
公害対策

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

38
最終処分場
の維持管理

最終処分場施
設運転管理等

業務委託日数 ３６５日 ３６５日 20,988
最終処分場施
設運転管理等

業務委託日数 ３６５日 25,088 4
最終処分場の
維持管理及び
公害対策

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

38
最終処分場
の維持管理

最終処分場施
設修繕業務

修繕費
5,990千
円

5,565千
円

5,565
最終処分場施
設修繕業務

修繕費
38,200
千円

38,200 4
最終処分場の
維持管理及び
公害対策

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

38
最終処分場
の維持管理

最終処分場施
設保守点検業
務

保守点検実施
件数

年３件 年３件 5,994
最終処分場施
設保守点検業
務

保守点検実施
件数

年３件 7,250 4
最終処分場の
維持管理及び
公害対策

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

38
最終処分場
の維持管理

焼却残さ溶融
処理委託業務

残さ溶融量 ９００ｔ ９５７ｔ 41,694
焼却残さ溶融
処理委託業務

残さ溶融量
１０００
ｔ

45,150 4
最終処分場の
維持管理及び
公害対策

済
必
要

済
不
可

無 有り 21

焼却残さの溶融によ
る再資源化量を
1000トンに増量す
る。

増
や
す

38
最終処分場
の維持管理

焼却残さ埋立
処理委託業務

残さ埋立量 1,500ｔ 1,042ｔ 31,209
焼却残さ埋立
処理委託業務

残さ埋立量 1,500ｔ 48,000 4
最終処分場の
維持管理及び
公害対策

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

38
最終処分場
の維持管理

消耗品費 消耗品費
5,200千
円

3,789千
円

3,939 消耗品費 消耗品費
4,113千
円

4,113 4
最終処分場の
維持管理及び
公害対策

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

38
最終処分場
の維持管理

光熱水費 光熱水費
16,984
千円

14,613
千円

14,613 光熱水費 光熱水費
18,339
千円

18,339 4
最終処分場の
維持管理及び
公害対策

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

38
最終処分場
の維持管理

土地借上 借上料
25,567
千円

25,043
千円

25,043 土地借上 借上料
25,867
千円

25,867 4
最終処分場の
維持管理及び
公害対策

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

環境事業センター

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

環境事業センター

39 総
最終処分場
の公害対策

最終処分場の水質等
を測定し、周辺地域
への公害対策を図る

最終処
分場隣
接市民

施
管

15,029

予定どおり測定を行
い、周辺生活環境を
保全することができ
た。

Ａ 17,137 4
最終処分場の
維持管理及び
公害対策

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

39
最終処分場
の公害対策

水質等の測定
水質等測定回
数

放流水質
年１２回
ＤＸＮ
地下水他
２４検体

放流水質
年１２回
ＤＸＮ
地下水他
２４検体

15,029 水質等の測定
水質等測定回
数

放流水
質、ガス
年１２回
ＤＸＮ
地下水他
２４検体

17,137 4
最終処分場の
維持管理及び
公害対策

済
必
要

済
不
可

無 有り 21
堤（旧）処分場の跡
地利用に伴う環境測
定を強化する。

増
や
す

40 総

最終処分場
で使用する
の車両・重
機の管理

最終処分場の車両・
重機の安全運行を図
る。

市民
(市内)

施
管

6,730

重機の足回りの腐食
による修繕費が掛
かってしまったが、
燃料使用量を削減で
き、概ね良好な管理
ができた。

Ａ 7,393 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

40
最終処分場
の車両・重
機の管理

燃料費 燃料使用量
19,500
㍑

16,931
㍑

2,387 燃料費 燃料使用量
19,500
㍑

3,265
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

40
最終処分場
の車両・重
機の管理

車両車検等手
数料

車検等件数 年９件 年９件 342
車両車検等手
数料

車検等件数 年９件 399 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

40
最終処分場
の車両・重
機の管理

車両等の修繕 修繕費
1,500千
円

2,932千
円

2,951 車両等の修繕
修繕費、消耗
品費

1,729千
円

1,729 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

40
最終処分場
の車両・重
機の管理

車両等の購
入・借上

借上台数 年１２台 年１２台 1,050
車両等の購
入・借上

借上台数 年１２台 2,000
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

41 総
ごみ処理に
係る事務

清掃事業所で処理さ
れたごみの統計を取
り、ごみ処理計画に
反映させる。

市民
(市内)
・廃棄
物事業

者

内
部

前年度のごみ処理統
計をまとめ、今後の
ごみ処理計画の基礎
データを作成でき
た。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

41
ごみ処理に
係る事務

ごみの収集、
運搬、処理に
関する統計の
作成

作成時期 ６月 ６月

ごみの収集、
運搬、処理に
関する統計の
作成

作成時期 ６月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

42 総
ごみ搬入に
関する業務

ごみ処理の適正化及
び処理費用の応分負
担を図る。

市民
(市内)
・廃棄
物事業

者

義
務

搬入物検査を行い、
許可業者への不適正
物搬入の注意喚起が
できた。搬入件数は
手数料を値上げこと
や資源物の増加によ
り減少した。

Ａ 1,003
現状維

持
有り 維持

42
ごみ搬入に
関する業務

市民及び事業
者の直接搬入
ごみの受入を
行う。

受入件数
32,000
件

32,138
件

市民及び事業
者の直接搬入
ごみの受入を
行う。

受入件数
32,000
件

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

42
ごみ搬入に
関する業務

一般廃棄物収
集運搬許可業
者のごみ搬入
が適正に行わ
れているか検
査・指導をす
る。

検査回数 年６回 年６回

一般廃棄物収
集運搬許可業
者のごみ搬入
が適正に行わ
れているか検
査・指導をす
る。

検査回数 年６回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員の活用
予算
なし

42
ごみ搬入に
関する業務

一般廃棄物の
ごみ計量を行
い、手数料を
徴収する。

徴収件数
33,600
件

32,527
件

一般廃棄物の
ごみ計量を行
い、手数料を
徴収する。

徴収件数
33,600
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員の活用
予算
なし

42
ごみ搬入に
関する業務

寒川町の町民
及び事業者が
直接搬入する
一般廃棄物の
計量を行い、
手数料を徴収
する。

徴収件数 4,800件 1,003 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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事務事業

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

活動

実績値

活動

②
ニ
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ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

課かい名

事
業
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総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開
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（年
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事後評価

予
算
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方
向
性
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④
継
続
性

環境事業センター

43 総

搬入ごみの
賦課、徴収
等に係る業
務

ごみ処理に対し、処
理費用の応分負担を
求める。

市民
(市内)
・廃棄
物事業

者

義
務

搬入件数は減少した
が、手数料を値上げ
したため手数料とし
ては増加した。

Ａ 1,002 7
搬入ごみの賦
課、徴収

現状維
持

有り 維持

43

搬入ごみの
賦課、徴収
等に係る業
務

搬入ごみの賦
課、徴収等に
係る収納業務
を行う。

徴収件数
33,600
件

32,527
件

搬入ごみの賦
課、徴収等に
係る収納業務
を行う。

徴収件数
33,600
件 7

搬入ごみの賦
課、徴収

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 再任用職員の活用
予算
なし

43

搬入ごみの
賦課、徴収
等に係る業
務

寒川町の町民
及び事業者が
直接搬入する
一般廃棄物の
計量を行い、
手数料を徴収
する。

徴収件数 4,800件 1,002 7
搬入ごみの賦
課、徴収

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

44 総
環境事業セ
ンターの維
持管理事務

職員の安全衛生管理
及び安全対策につい
て検討する。

職員
内
部

毎月のパトロールに
より、職場環境の改
善ができた。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

44
環境事業セ
ンターの維
持管理事務

職員の安全衛
生管理のた
め、安全衛生
委員会を実施
する。

開催回数 年１２回 年１２回

職員の安全衛
生管理のた
め、安全衛生
委員会を実施
する。

開催回数 年１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

44
環境事業セ
ンターの維
持管理事務

清掃事業所及
び焼却炉運転
管理受託者に
よる安全対策
検討委員会を
実施する。

開催回数 年６回

安全衛生
委員会の
パトロー
ルに合わ
せ年12
回

45 総
管理業務に
係わる講習
等負担金

安全衛生法に基づく
講習を受講し、施設
の安全管理を図る。

職員
施
管

219
新たに資格を取得で
き、職員の資質が向
上した。

Ａ 481 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

45
管理業務に
係わる講習
等負担金

各種技術者会
に参加

負担金
４２４千
円

２１９千
円

219
各種技術者会
に参加

負担金
４８１千
円

481
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持


